
事業番号 202
平成２５年行政事業レビューシート （国土交通省）

5 安全で安心できる交通の確保、治安・生活安全の確保
18 船舶交通の安全と海上の治安を確保する

事業名 航路標識整備事業費（東日本大震災関連） 担当部局庁 海上保安庁交通部 作成責任者

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

海上保安庁法第５条第１項第１０、２４号
航路標識法第２条

関係する計画、
通知等

東日本大震災からの復興の基本方針
（平成23年7月29日東日本大震災復興対策本部決定）

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

法令の海上における励行、海難救助、海洋汚染等の防止、海上における犯罪の予防及び鎮圧、海上における犯人の捜査及び逮捕、海上
における船舶交通に関する規制、水路、航路標識に関する事務その他海上の安全の確保に関する事務並びにこれらに附帯する事項に関
する事務を適確に行い、海上の安全及び治安の確保を図るものである。

事業開始・
終了(予定）年度

Ｓ２３～ 担当課室 企画課 課長 野澤 和行

会計区分 一般会計、東日本復興特別会計 政策・施策名

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度

補正予算 -

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

東日本大震災で被災した航路標識の復旧を行っている。
また、特に緊急性の高い東海地震、東南海・南海地震及び日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震の発生が想定される地域について、地震

や台風などの自然災害及びこれに伴う停電に影響されず標識機能を確保するため、航路標識の防災対策（航路標識の耐震・耐波浪補強及
び自立型電源化（太陽電池化））を行っている。

本事業については、平成25年度以降は、被災した航路標識の復旧については復興庁一括計上の復興特別会計（航路標識整備事業（被災
地分）：新25－49）に、また、航路標識の防災対策については国土交通省計上の一般会計（航路標識整備事業：201）に計上している。このた
め、本事業単位は平成２４年度限りで廃止。

実施方法 ■直接実施 □委託・請負 □補助 □負担 □交付 □貸付 □その他

24年度 25年度 26年度要求

予算
の状
況

当初予算

-

計 - 1,191

繰越し等

- - 283

2,141

3,204 -

△ 2,013 1,858

執行率（％） - 95.8% 34.9%

執行額 - 1,141 747

執行率（％） - 95.8% 34.9%

24年度

-

目標値
（25年度）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

単位 22年度

2,380隻

23年度成果指標

・我が国周辺で発生する海難隻数を平成27年までに
2,220隻以下に減少させる。
（第３次海上保安業務遂行計画 23年度～27年度）

％

％ 100 100

成果実績

0

163

達成度 100

・ふくそう海域における社会的反響が著しい大規模海難
の発生数を０件にする。
（第３次海上保安業務遂行計画 23年度～27年度）

成果実績 隻 0

22年度

( 0 )

単位当たり
コスト

１３．６ （百万円／箇所） 算出根拠
航路標識整備事業１箇所あたりのコスト
２４年度の執行額／実施箇所数

航路標識整備事業の実施箇所数 箇所

-

( 55 )( 0 )

2,508

55 -

2,234 -

-

24年度 25年度活動見込

0

23年度

活動実績

（当初見込
み）

- -達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費 目 25年度当初予算 主な増減理由26年度要求

計 0



国
費
投
入
の

必
要
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。 ○ 航路標識の整備は、外国船を含む全ての船舶の海難
を未然に防止し、これら船舶の人命及び財産の保護に
資するための事業であることから、国が実施する必要が
あり、かつ、優先度が高い。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

○

事業所管部局による点検

項 目 評 価 評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。 ○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

事業実施にあたって、契約全体のうち約20%は法令の
規定により随意契約を行っているが、その他の約80%は
競争入札を行うことにより競争性を確保するとともに、入
札結果を公表している。
不用率が約60%となったのは、防波堤の復旧見込みが

立たず着工できなかった防波堤灯台の復旧に要する経
費が不用となったためである。

受益者との負担関係は妥当であるか。 -

単位当たりコストの水準は妥当か。 ○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 -

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

所管府省・部局名

活動実績について、航路標識の施設・機器の整備は、
以下に掲げる施策ごとに計画を策定し適切に事業を遂
行しており、船舶航行の指標として十分に活用されてい
る。
・被災した航路標識の復旧
・航路標識の防災対策（耐震補強、耐波浪補強、自立型
電源化）

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

重
複
排
除

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

事業番号 類似事業名

点
検
結
果

本事業は、東日本大震災で被災した航路標識の復旧を実施しているほか、「東日本大震災からの復興の基本方針」及び中央防災会議において決定さ
れた、特に緊急性の高い地域における航路標識の防災対策（耐震補強、耐波浪補強、自立型電源化（太陽電池化））を実施している。
なお、耐震補強または耐波浪補強を施すことによって、航路標識の長寿命化につながり、建替え等の整備コストを縮減できる。

【前回の指摘を踏まえた改善点】
仕様書について、業者への聞き取り調査を実施し、新規参入を阻害している項目等を改正することにより入札希望者の拡大を図っている。

外部有識者の所見

- 平成２４年度で廃止。

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容
の
改
善

競争入札の実施により競争性の確保に努めており、支出先上位10者リストからは入札希望者の拡大が確認できる。前回指摘事項が改善さ
れつつあるものの、引き続き調達の競争性に関する改善が必要である。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成22年 - 平成23年 53560 平成24年



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）



費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.セナーアンドバーンズ株式会社

費 目 使 途

56物品購入費 航路標識機器購入

金 額
(百万円）

費 目 金 額
(百万円）

使 途

B.株式会社光電製作所

0

金 額
(百万円）

費 目 使 途
金 額

(百万円）

計 56 計

費 目 使 途

物品購入費 航路標識機器購入 2

C.サトー総合サービス株式会社

0

使 途 金 額
(百万円）

計 2 計

費 目 使 途 金 額
(百万円）

費 目

工事費 灯台改良改修工事 68

使 途 金 額
(百万円）

D.ベルウッド電気株式会社

計 68 計 0

費 目 使 途

10

金 額
(百万円）

費 目

工事費 灯台機器改良改修工事

計 10 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

支 出 先 業 務 概 要 入札者数 落札率
支 出 額
（百万円）

2 98

2 日本光機工業株式会社 太陽電池装置等購入 23

1 セナーアンドバーンズ株式会社 LED灯器等購入 56

2 93

5 96

4

3 株式会社光電製作所 蓄電池等購入 2

5

8

6

7

9

10

支 出 先 業 務 概 要
支 出 額
（百万円）

入札者数 落札率

随意契約 －

2 日本光機工業株式会社 太陽電池装置等購入 1

1 株式会社光電製作所 蓄電池等購入 2

随意契約 －

4

3

5

6

7

10

8

9

C.

D.

3 79

入札者数 落札率

1 サトー総合サービス株式会社 灯台改良改修工事 68

支 出 先 業 務 概 要
支 出 額
（百万円）

2 ベルウッド電気株式会社 灯台改良改修工事、灯標等機器改良改修工事、標体整備 30

1 99

1 98

3 若築建設株式会社

2 98

灯台改良改修工事 25

4 鈴木工務店株式会社 灯台改良改修工事 25

灯台改良改修工事 23 1 88

1 95

7 明正建設株式会社 灯台改良改修工事 20

5 トラスト建設株式会社

6 河津建設株式会社 灯台改良改修工事、灯台機器改良改修工事 22

1 96

1 98

2 98

9 三宅島建設工業株式会社 灯台改良改修工事 16

8 セナーアンドバーンズ株式会社 FRP灯塔製造 19

10 宮本建設工業株式会社 灯台改良改修工事 16

入札者数 落札率

2 100

支 出 先

随意契約 －

業 務 概 要
支 出 額
（百万円）

1 ベルウッド電気株式会社 灯台機器改良改修工事 10

灯浮標復旧工事 7 随意契約 －

随意契約 －

4 大勝株式会社 灯台改良改修工事 5

2 東華建設株式会社

3 鈴木工務店株式会社 灯台改良改修工事 6

随意契約 －

随意契約 －

随意契約 －

6 菱星システム株式会社 灯台機器改良改修工事 5

5 設楽電気株式会社 灯台機器改良改修工事 5

7 有限会社清水電気工事店 灯台機器改良改修工事 4

随意契約 －

随意契約 －

灯台機器改良改修工事 4

10 協和建設工業株式会社

9 黒潮電機株式会社

8 大平電気工業株式会社

灯台機器改良改修工事 3

灯台改良改修工事 3 随意契約 －

随意契約 －
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